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日本テレワーク協会の紹介

2021.2.24 第21回テレワーク推進賞表彰式

設立: 1991年 日本サテライトオフィス協会設立
2000年 日本テレワーク協会へ名称変更

会員: 426企業・団体・自治体（2021年5月現在）

理念: 情報通信技術（ICT）を活用した、場所と時間にとらわれない柔軟
な働き方である「テレワーク」を、広く社会に普及・啓発することにより個
人に活力とゆとりをもたらし、企業・地域の活性化による調和のとれた
日本社会の持続的な発展に寄与する

①普及促進のための活動
・研究部会活動の運営/成果発表
・経営者向けトップフォーラムの企画運営
・テレワーク推進賞の選考・表彰式典の運営支援
・産官学連携テレワーク推進フォーラム運営
・会員企業/団体/自治体のテレワーク推進活動の支援/情報発信

②政府4省の普及・啓発施策の受託および推進支援
③省庁/自治体主催の専門家委員会・審査会等への参画

2020.1.29 第7回JTAトップフォーラム



日本テレワーク協会の研究部会活動
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研究部会名 活動内容

働き方の未来特別
研究プロジェクト

 大手企業テレワーク先進企業の働き方改革・テレワーク責任者クラスをメンバーとする
 各社の働き方改革やテレワーク定着における課題と対策を人事戦略の視点から事例紹介、コロナ下に

おける働き方改革・テレワーク推進に向けた新たな取組等にについて情報交換

中小企業
テレワーク部会

 中小企業のテレワーク導入に関する課題、ニーズ、質問を洗い出し、部会参加会員企業で回答集
（Q&A集）を策定

 各社からのテレワーク支援商品（プロダクトやソリューション）等を紹介し、中小企業のお困りごとに対す
るQ&Aマッチングサイトの構築を目指す

サードワークプレース
研究部会

 テレワークの推進として重要な「第三の働く場所」について理解を深め、情報を提供することで「企業の生
産性を上げ、同時に個人のQOLを向上させる」ワークスタイルを追求し続けることを目標とする

 併せて「自律型」をどう捉えていくかを議論し、啓発（能力開発、能力評価）の視点と、企業側の制度
設計（執務形態や人事評価等）の両面で検討する部会

テレワーク最新技術
動向研究部会

 テレワークを支える重要な技術として、リモートデスクトップサービスとゼロトラストセキュリティの二つを取り上
げ、それぞれの最新技術情報について取りまとめる

ライフコース多様化と
テレワーク部会

 ワークスタイル変革(With/Afterコロナでの働き方や働く場等）の事例研究
 With/Afterコロナでの労務管理・評価・コミュニケーション等についての研究
 With/Afterコロナでのダイバーシティとテレワーク（これからの家族のあり方・Z世代の働き方・介護育児

とテレワーク等）

ワーク・エイション部会  2020年度をワーケーションの本格的普及に向けたフェーズと位置付け、政府や自治体施策と連携しな
がら、会員等と共に具体的プロジェクトベースでワーケーションの計画と実行、反省と改善を実施する



テレワークに関する省庁の主な施策
省 庁 主な施策・委員会

総務省

 地域型テレワーク・トライアル・プログラム
 テレワークサポートネットワーク事業
 テレワーク先駆者百選（総務大臣賞）
 裾野拡大セミナー事業
 テレワークセキュリティガイドライン制定・改定
 共同オフィス・セキュリティガイドライン制定
 テレワークマネージャー派遣

厚生労働省

 テレワークセミナー事業
 テレワーク相談センター事業（コンサルタント派遣含む）
 テレワーク導入助成金:人材確保等支援助成金（テレワークコース）
 モデル就業規則/テレワークガイドラインの改定
 テレワーク宣言企業の応援事業
 「輝くテレワーク賞」表彰事業（厚生労働大臣賞）

国土交通省  テレワーク人口の実態調査
 二拠点居住推進委員会

経済産業省  IT導入補助金
 次世代共有型テレワークオフィスに関する国際標準化調査委員会

環境省  国立公園・温泉地等での滞在型ツアー・ワーケーション推進事業

内閣府  地方創生テレワーク交付金事業
 沖縄テレワーク推進事業費補助金事業

共通  テレワーク月間（11月）/テレワーク・デイズ（7月）



テレワーク導入率:全国と東京都の比較
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（出典） 2017年度～2019年度は総務省「平成30年通信利用動向調査」
2020年度はパーソル総合研究所「新型コロナウィルス対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査」

パーソル総合研究所データ総務省「通信利用動向調査」データ



従業員規模別/地域別テレワーク導入率（全国）

（出典）2020年度はパーソル総合研究所「新型コロナウィルス対策によるテレワークへの影響に関する緊急調査」
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経済団体の動き
 緊急事態宣言の発令時、経団連は会員企業・団体に対して、テレワークの積極的な
活用を呼びかけ

 ポストコロナにおいても出社前提の旧来の働き方には戻らず、テレワークと相性が良い職
種については積極的に活用予定

 テレワークは多様で柔軟な働き方の重要な選択肢の１つ
しかし、推進自体を目的化すべきではなく、自社の状況を総合的に勘案し、出社とテレ
ワークのベストミックスを各社で検討
 自社におけるテレワークの導入目的を明確化
特に重要なのは労働生産性の向上の観点

 ベストミックスを検討するにあたっては、業務に応じてテレワークと出社のどちらが生産
性の向上に資するかを考慮

日本経済団体
連合会

 コロナ禍の影響により、中小企業の経営極めて厳しい中、人手不足の基調は変わらず。
 「働き方改革の推進」「多様な人材の活躍」「生産性向上」等に向け、テレワークの推進
は重要 中でも導入が比較的進んでいない中小企業と地方における普及と定着がカギ

 企業が導入に当り懸念する労務管理や社内コミュニケーションの問題など、実務に即し
た「事例紹介」と中小企業・地方でも利用しやすい「相談機能の強化・利用促進」と、
導入時の負担軽減に向け、機器・ネットワーク環境の整備や情報セキュリティの強化等
を支援する「助成金の拡充ならびに周知拡大・利便性向上」

日本商工会議所



補足:テレワークにおける課題（日本商工会議所調査）



テレワークガイドラインの改定
ガイドラインの改定のポイント
 労務管理全般に関する記載の追加
（人事評価、費用負担、人材育成等）

 正規雇用労働者、非正規雇用労働者といった雇用形態の違いの
みを理由としてテレワーク対象者から除外することのないよう留意が必
要であることを記載

 導入に当たっての望ましい取組として、書類のペーパーレス化の実施
等を記載

 テレワークにおける労働時間の把握について、原則的な方法としてパ
ソコンの使用時間の記録等の客観的な記録による場合の対応方法
や、労働者の自己申告による把握を行う場合の対応方法を記載

 テレワークを行う労働者のワークライフバランスの実現のために、時間
外・休日・所定外深夜労働の取扱いについて記載

 自宅等でテレワークを行う際のメンタルヘルス対策や作業環境整備
等に当たって事業者・労働者が活用できる分かりやすいチェックリスト
を作成



セキュリティガイドラインの改定（第5版）



セキュリティガイドラインのの改定概要



セキュリティガイドラインの改定（第5版）



協会ホームページのアクセス推移

4月～5月

1. テレワークとは

2. テレワークに関する

助成金

3. テレワークの統計

7月～9月

1. テレワーク就業規則

2. テレワークガイドライン

3. テレワーク費用負担

11月～2月

1. セキュリティ・ガイドライン

2. 人事制度

コミュニケーション

3. ワーケーション情報

4月～5月

1. ガイドライン全般

2. テレワークに関する

助成金

3. テレワーク事例



厚労省・総務省のポータルサイトの現状調査
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総務省 総務省 総務省 総務省 総務省 総務省 総務省 日本テレワーク協会

コンテンツ
テレワーク
相談センター

テレワーク
総合ポータル
サイト

輝く
テレワーク賞

裾野拡大
事業

テレワーク
総合情報
サイト

サポートネッ
トワーク事業

テレワーク
マネージャ
相談事業

テレワーク・
デイズ

テレワーク推進
企業ネット
ワーク

総務省直
（テレワーク
の推進)

新着情報等 〇 〇 〇 〇 〇
テレワークとは 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
テレワークの統計 〇 〇
テレワーク導入 〇 〇 〇 〇 〇
政府の方針・役割・サイト 〇 〇 〇
ガイドライン・ツール集等 〇 〇 〇
助成金・補助金 〇 〇 〇
ツール・ソリューション紹介 〇 〇

テレワーク相談受付 〇
（テレワークMGR）

〇
（テレワークMGR）

〇

テレワーク相談会・セミナーのご案内 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

テレワーク活用事例・導入事例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
テレワークの普及・啓蒙活動 〇 〇
コワーキング施設紹介 〇
ワーケーション情報 〇
テレワークＱ＆Ａ 〇 〇 〇
テレワーク推進フォーラム 〇 〇
組織概要 〇
プライバシーポリシー・利用規約等 〇 〇 〇 〇 〇 〇
輝くテレワーク賞応募 〇 〇 〇
表彰式 〇 〇 〇

テレワーク先駆者百選 〇 〇 〇
テレワークのセキュリティ 〇
テレワーク・デイズについて 〇 〇 〇
ふるさとテレワーク 〇
テレワーク関連サイトリンク集 〇 〇 〇 〇 〇
相談員（テレワークマネージャー）
マッチング機能

〇

総務省のイベント出店 〇
テレワーク月間 〇
地域の相談窓口 〇

厚生労働省
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ポータルサイトにおける現状課題の整理

区分 現状課題
コンテンツ  コンテンツ内容の重複

 PVの分散
 ターゲット層が分かり難い

稼働・コスト  SEOが効きにくい
 SEM費用が重複
 トータルコストがかかる

ポリシー  レスポンシブ対応になっていない
 スマートフォンアクセスが少ない
 アクセス分析が不十分
 レギュレーションが無い

システム  基盤が分散
 ステージング環境が無い
 テスト環境が無い
 SSL未対応

 テレワークに関する
「統合ポータルサイト」の
検討が必要?

 地域（都道府県）
との施策連携等も
必要?



参考: 東京都のワンストップ窓口相談



参考:統合DB型のポータルサイト

テレワーク総合情報サイトテレワークマネージャ相談事業

＊テレワーク導入事例サイト
 総務大臣賞受賞企業
 厚生労働大臣賞受賞企業
 その他受賞企業の事例
（掲載承諾先企業のみ）



Appendix
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厚労省に関するポータルサイト



総務省に関するポータルサイト

総務省HP

テレワーク裾野拡大HP

テレワーク推進企業HP



総務省:「テレワーク・サポートネットワーク」

テレワーク普及活動に必要となる
費用・ノウハウ等を支援

全国各地に機関が存在する団
体の既存窓口

事務局
（全国機関）

出典:2020年２月25日 総務省「テレワークに関する政府の政策動向」

 全国各地の中小企業等へのテレワーク普及促進のため、各地域における中小企業支援の担い手となる主
体と連携し、これら団体の既存の窓口を「テレワーク・サポートネットワーク」として設定
テレワークの導入について事業者を支援する機能の担い手
当該地域でテレワーク相談の相互連携ができるネットワーク機能を想定

 サポートネットワークとして設定された窓口に対して、事務局となる全国機関を通じテレワーク普及活動に必
要となる費用・ノウハウ等を支援（チラシ・ポスター、セミナー開催、専門家派遣支援、コンテンツ提供など）



総務省に関するポータルサイト
サポートネットワーク事業 セミナー関連スケジュール

県別お問い合わせ先窓口



内閣府地域創生推進室
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 地域でのテレワーク拠点（シェアオフィス）立ち上げに向けた交付金事業


